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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第３四半期連結
累計期間

第77期
第３四半期連結

累計期間
第76期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 11,408,827 10,475,245 15,161,425

経常利益 （千円） 247,930 250,279 372,295

親会社株主に帰属する四半期(当

期）純利益
（千円） 189,128 196,645 305,689

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 166,778 196,756 337,108

純資産額 （千円） 10,353,976 10,628,771 10,524,280

総資産額 （千円） 15,828,506 15,571,840 15,151,129

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 30.75 31.97 49.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.4 68.3 69.5

 

回次
第76期

第３四半期連結
会計期間

第77期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.39 21.44

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

（１）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策と日銀の金融緩和政策による景気の下支え効

果もあり、企業業績及び雇用・所得環境の改善傾向が継続するなど、緩やかな回復を維持し推移しました。

　一方、米国の金融政策の転換によるアジアの新興国への動揺の広がりや中国経済の減速など、海外経済の下振れ

リスクは増大する傾向にあり、景気の先行きは一層不透明さを増しております。

　当社グループの主な事業分野である建設・土木業界におきましては、公共投資が低調であったものの、民間部門

の建築着工床面積は前年比増加し、景気の回復に伴って建設需要は持ち直しの動きが見られました。

　このような環境において、当社グループは、建設需要全体が上昇傾向を強めるなか、主力製品であるワイヤー

メッシュ及びフープ並びにトーアミＣＤメッシュの販路拡大及び販売の増強に努めましたが、鉄骨構造の増加は顕

著であるものの工法の多様化が進み、また鉄筋コンクリート構造及び鉄骨鉄筋構造の需要においては、建設費の上

昇及び鉄筋工・型枠工の不足も影響して伸び悩み、さらに販売価格の下落等も相まって、当社グループの当第３四

半期連結累計期間の売上高は、104億75百万円（前年同四半期比 8.2％減）となりました。

　損益面におきましては、材料価格の値下がり及びコスト削減の取組みを継続したことにより、当第３四半期連結

累計期間の営業利益は２億円（前年同四半期比 10.5％増）、経常利益は２億50百万円（前年同四半期比 0.9％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億96百万円（前年同四半期比 4.0％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、155億71百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億20百万円増加し

ました。主な要因としましては、現金及び預金が９億54百万円増加した一方、原材料及び貯蔵品が５億57百万円減

少したことによるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、49億43百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億16百万円増加し

ました。主な要因としましては、支払手形及び買掛金が２億62百万円、短期借入金が94百万円それぞれ増加したこ

とによるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は、106億28百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億４百万円増加し

ました。これにより、自己資本比率は68.3％となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,400,000 6,400,000
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式であり、単元

株式数は 100株

であります。

計 6,400,000 6,400,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 6,400,000 － 1,290,800 － 1,205,879

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　 248,900 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　 6,148,900 61,489 －

単元未満株式  普通株式　　　 2,200 － －

発行済株式総数 6,400,000 － －

総株主の議決権 － 61,489 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式は、全て自己保有株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 1,000株含まれております。ま

 た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

　株式会社トーアミ

　大阪府四條畷市

　中野新町10番20号
248,900 － 248,900 3.89

計 － 248,900 － 248,900 3.89

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、ネクサス監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,281,051 2,236,016

受取手形及び売掛金 4,747,843 ※ 4,733,824

電子記録債権 417,123 525,951

商品及び製品 545,095 503,617

仕掛品 293,773 254,161

原材料及び貯蔵品 1,550,354 992,760

繰延税金資産 112,283 88,322

その他 10,549 13,659

貸倒引当金 △2,296 △2,249

流動資産合計 8,955,778 9,346,066

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 939,151 894,371

機械装置及び運搬具（純額） 546,632 474,804

土地 3,746,531 3,746,531

建設仮勘定 11,869 10,270

その他（純額） 15,469 14,719

有形固定資産合計 5,259,654 5,140,697

無形固定資産   

その他 12,540 27,703

無形固定資産合計 12,540 27,703

投資その他の資産   

投資有価証券 626,388 630,510

退職給付に係る資産 128,815 157,759

その他 173,772 274,922

貸倒引当金 △5,820 △5,820

投資その他の資産合計 923,156 1,057,372

固定資産合計 6,195,351 6,225,773

資産合計 15,151,129 15,571,840
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,792,507 ※ 2,054,826

短期借入金 1,456,000 1,550,000

リース債務 1,121 1,121

未払法人税等 30,388 12,754

賞与引当金 91,483 29,279

その他 532,037 546,813

流動負債合計 3,903,538 4,194,794

固定負債   

リース債務 4,485 3,644

繰延税金負債 369,905 380,339

役員退職慰労引当金 291,450 300,577

退職給付に係る負債 42,885 48,555

その他 14,583 15,156

固定負債合計 723,310 748,273

負債合計 4,626,848 4,943,068

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,290,800 1,290,800

資本剰余金 1,207,310 1,207,310

利益剰余金 7,969,076 8,073,456

自己株式 △112,787 △112,787

株主資本合計 10,354,399 10,458,779

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 217,975 220,277

繰延ヘッジ損益 972 △3,500

退職給付に係る調整累計額 △49,066 △46,785

その他の包括利益累計額合計 169,881 169,992

純資産合計 10,524,280 10,628,771

負債純資産合計 15,151,129 15,571,840
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 11,408,827 10,475,245

売上原価 9,598,785 8,656,406

売上総利益 1,810,041 1,818,838

販売費及び一般管理費 1,628,216 1,617,856

営業利益 181,825 200,982

営業外収益   

受取利息 29 154

受取配当金 8,129 11,869

受取賃貸料 16,087 15,653

為替差益 41,748 17,669

その他 8,688 12,368

営業外収益合計 74,682 57,715

営業外費用   

支払利息 5,897 5,687

売上割引 1,825 2,122

その他 854 608

営業外費用合計 8,577 8,418

経常利益 247,930 250,279

特別利益   

固定資産売却益 50 5,473

特別利益合計 50 5,473

特別損失   

固定資産除却損 － 6,084

特別損失合計 － 6,084

税金等調整前四半期純利益 247,981 249,668

法人税、住民税及び事業税 22,689 18,607

法人税等調整額 36,163 34,415

法人税等合計 58,853 53,022

四半期純利益 189,128 196,645

親会社株主に帰属する四半期純利益 189,128 196,645
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 189,128 196,645

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 51,174 2,302

繰延ヘッジ損益 2,019 △4,473

退職給付に係る調整額 △75,543 2,281

その他の包括利益合計 △22,349 110

四半期包括利益 166,778 196,756

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 166,778 196,756

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形及び売掛金 － 千円 280,245千円

支払手形及び買掛金 － 2,594

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 155,618千円 157,573千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

　定時株主総会
普通株式 46,133 7.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月７日

　　取締役会
普通株式 46,133 7.50 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

　定時株主総会
普通株式 46,132 7.50 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月９日

　　取締役会
普通株式 46,132 7.50 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、土木建築用資材事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 30円75銭 31円97銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
189,128 196,645

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
189,128 196,645

普通株式の期中平均株式数（株） 6,151,099 6,151,050

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成27年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　46,132千円

　　（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　７円50銭

　　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成27年12月４日

　（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月８日

株式会社トーアミ

取締役会　御中

 

ネクサス監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 髙谷　和光　　　　　印  

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 市村　和雄　　　　　印  

 

 業務執行社員  公認会計士 岩本　吉志子　　　　印  

 

　当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーア

ミの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーアミ及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注） １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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